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第第１１  現現状状とと必必要要性性 

 
１ これまでの本市における行財政改革の成果 

  本市における行財政改革は，行財政改革大綱及び実施計画を策定し，市の将来像を描く総合計

画の確実な達成を目的として，平成 18 年度から改革に取り組んできました。 

  この行財政改革大綱においては，「事務事業の見直し」「職員の意識改革と資質向上」「組織機

構の合理化」「定員管理と給与の適正化」「自主財源の確保」「財政運営の健全化」「情報の公開と

市民の行政への参画」の７項目を主要施策として効率的な行政運営に努め，一定の成果をあげて

きました。 

 

平成１８年度から平成２１年度までの４年間の成果 

（１）取組状況 

   ① 事務事業の見直し 

     事務事業の整理・統合・合理化及び施策の重点化を図り，指定管理者制度の活用を含め

た民間委託等の推進及び行政評価の導入を行いました。 

 

   ② 職員の意識改革と資質向上 

     人材育成に関する基本方針に基づき，長期的な視点に立った人材育成を推進しました。 

 

   ③ 組織機構の合理化 

     組織・機構，審議会等附属機関及び第三セクターの見直しを行いました。 

 

   ④ 定員管理と給与の適正化 

     定員適正化計画を策定し，定員管理の適正化を推進しました。また，手当の総点検をは

じめとする給与の適正化を図りました。 

 

   ⑤ 自主財源の確保（歳入） 

     市税等の収入を確保し，市有財産の有効活用及び広告収入等新たな財源の確保に努めま

した。 

 

   ⑥ 財政運営の健全化（歳出） 

     財政健全化に向けた財政計画を策定するとともに，施策の見直し及び職員の自助努力に

よる経費削減を図りました。また，公共工事の適正化等により投資的経費の抑制を図り，

補助金の整理合理化に努めました。 

 

   ⑦ 情報の公開と市民の行政への参画 

     開かれた行政運営を推進し，信頼される行政を確立するため，行政情報を積極的に公開

して公正と透明性の確保を図るとともに，市民が参画する機会を確保するべく市政懇談会

を実施し，まちづくりに関する市民の意見を幅広く取り入れました。 
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（２）効果額・取り組み 

   ７項目の主要施策に基づき１６９項目の改革に取り組み，●●項目が終了しました。その結

果，経費削減等効果額は，３６億６,０００万円の削減，１億９,２００万円の収入増となりま

した。 

   一方，この行財政改革によって得られた行財政資源（人，物，金）は，クラフト農業プロジ

ェクト，すこやか安心プロジェクト，かさまっ子プロジェクト等の重要事務事業に重点的に配

分し，市民サービスの向上に努めました。 

 

笠間市行財政改革大綱実施計画の平成 18 年度～平成 21 年度実績（４年間） 

項  目 経費削減等効果 

１ 事務事業の見直し 
   ○事務事業の整理・統合・合理化及び施策の重点化 

   ○民間委託等の推進（指定管理者制度の活用を含む） 

1 億 4,650 万円減

727 万円増

２ 職員の意識改革と資質向上 
   ○専門職の確保及び再任用制度の適正運用 

304 万円減

３ 組織機構の合理化 
   ○組織・機構の見直し 

   ○審議会等附属機関の見直し 

   ○第三セクターの見直し 

460 万円減

４ 定員管理と給与の適正化 
   ○定員管理の適正化の推進 

   ○手当の総点検をはじめとする給与の適正化 

16 億 4,303 万円減

５ 自主財源の確保（歳入） 
   ○市税等の収入確保 

   ○市有財産の有効活用 

   ○広告収入等新たな財源の確保 

1 億 8,502 万円増

６ 財政運営の健全化（歳出） 
   ○財政健全化に向けた財政計画の策定 

   ○施策の見直し及び職員の自助努力 

   ○投資的経費の抑制（公共工事の適正化等） 
   ○補助金の整理合理化 

18 億 2,688 万円減

７ 情報の公開と市民の行政への参画 0

その他（市長等の給与カット，農業委員会の定数減）  3,641 万円減

経費削減等効果 削減合計 36 億 6,046 万円減

経費削減等効果 収入増合計 1億 9,229 万円増

 

  ※ 経費削減等効果  改革の実施によって得られた削減額のことです。効果額には，改革に要する必要経費を

含んでいません。額は，平成 17 年度（旧 3市町）と比較をしたものです。 

             改革の実施を効果額として表すことができないもの，効果額が未定なものについては計

上していません。 
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 各年度重要事務事業一覧 

平成 20 年度 平成 21 年度 

【土地利用・都市基盤】 

 ・都市計画マスタープラン策定事業 

 ・友部駅・岩間駅周辺整備事業 

 ・幹線道路整備事業 

 ・デマンド交通運行事業 

【産業】 

 ・企業誘致・支援事業 新規 

 ・観光振興強化促進事業 

 ・農産物振興事業 

 ・グリーンツーリズム推進事業 

【健康・福祉】 

 ・少子化対策事業 

 ・南小学校児童クラブ室建設事業 新規 

 ・地域子育て支援拠点事業 新規 

 ・保育料軽減事業 新規 

 ・マル福自己負担金助成事業 

 ・不妊治療助成事業 新規 

 ・妊婦検診推進事業 新規 

 ・出会い創出事業 新規 

 ・市民の健康づくり事業 

 ・障害者地域生活支援事業 

【生活環境】 

 ・鉛製給水管布設替事業 新規 

 ・生活排水対策事業 

 ・消防施設整備事業 

 ・環境基本計画推進事業 

【教育・文化】 

 ・岩間中学校整備事業 新規 

 ・外国語活動モデル事業 新規 

 ・国民文化祭事業 新規 

 ・放課後子ども教室推進事業 

【自治・協働】 

 ・協働のまちづくり推進事業 新規 

 ・岩間支所庁舎有効活用事業 新規 

 ・徴収対策事業 

 

 

 

 

 

【土地利用・都市基盤】 

 ・幹線道路整備事業 

 ・岩間駅周辺整備事業 

 ・デマンド交通システム運行事業 

【産業】 

クラフト農業プロジェクト 

・経営安定化農業 

・環境保全型農業 

・地産地消 

・グリーンツーリズム 

 ・観光戦略事業 

 ・市街地活性化事業 

 ・企業誘致・支援事業 拡充 

 ・緊急雇用対策事業 新規 

【健康・福祉】 

かさまっ子プロジェクト 

・宍戸小学校児童クラブ室建設事業 新規 

・子育て支援センター設置事業 新規   子育て支援 

・かさま健康ダイヤル 24 事業 新規 

・マル福自己負担助成事業         

・妊婦検診推進事業 拡充         健康支援 

・不妊治療助成事業  

・出会い創出支援事業           結婚支援 
 ・市民の健康づくり事業（健康体操） 

 ・笠間市立病院改革プラン 新規 

 ・障害者地域生活支援事業 

【生活環境】 

 ・鯉淵公園整備事業 新規 

 ・生活排水対策事業 

 ・消防施設整備事業 

 ・防犯灯整備事業 

 ・バイオ燃料利活用推進事業 新規 

 ・大郷戸清掃センター跡地対策事業 新規 

【教育・文化】 

 ・英語指導助手派遣事業 

 ・小中学校耐震化整備事業 

 ・岩間体験学習館整備事業 新規 

 ・寺子屋事業 新規 

 ・全国高等学校合気道演舞大会 新規 

 ・青年海外派遣事業（元気かさま応援基金） 新規 

【自治・協働】 

 ・協働のまちづくり推進事業 

 ・窓口サービス拡大事業 新規 

 ・徴収対策事業 
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平成 22 年度 

【土地利用・都市基盤】 
 ・岩間駅周辺整備事業 

 ・幹線道路整備事業 

 ・デマンド交通システム運行事業 

 ・光ファイバー網推進事業 

【産業】 
 ・観光戦略事業       地域資源活用事業 

 ・地場産業支援事業 

クラフト農業プロジェクト 
・経営安定化農業 

・環境保全型農業 

・グリーンツーリズム 

【健康・福祉】 
すこやか安心プロジェクト 

・笠間市立病院休日・夜間救急診療 新規 

・筑波大学病院連携事業（指導医，・研修生受入） 

・医療費自己負担助成事業（小６まで拡大） 拡充 

・高齢者人間ドック助成事業 新規 

 ・障害者地域生活支援事業 
かさまっ子プロジェクト 

・ファミリーサポート事業（育児援助事業） 新規 

・児童クラブ事業（預かり時間延長）拡充      子育て支援 

・不妊治療費助成事業 拡充 

・かさま健康ダイヤル２４事業           健康支援   

・出会い創出支援事業               結婚支援   

【生活環境】 

 ・狭あい道路整備事業 

 ・生活排水対策事業 
 ・民間救急ボランティア応急手当普及啓発活動事業 新規 

 ・木造住宅耐震診断事業 

 ・防犯灯整備事業 

 ・地球温暖化対策事業 新規 

 ・大郷戸清掃ｾﾝﾀｰ跡地対策事業 

【教育・文化】 

 ・小中学校耐震化整備・耐震診断事業 

 ・笠間学校給食センター基本調査設計事業 新規 

 ・寺子屋事業 

 ・図書館システムの統一 

 ・公共ホール音楽活動事業 新規 

 ・新市史編さん事業 

 ・青年海外派遣事業 

【自治・協働】 

 ・協働のまちづくり推進事業 新規 

 ・第二次行財政改革大綱 新規 

 ・徴収対策強化事業 
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２ 本市を取り巻く社会経済環境の変化 

（１）人口減少，少子・高齢社会の一層の進行 

   平成１８年と平成２２年の人口を比較すると，総人口は減少傾向にあります。また，年齢別

構成でみると，６５歳以上の人口が増加し，１４歳以下の人口が減少していることから少子高

齢社会が進展しています。さらに，平成２６年の将来推計人口でも総人口は減少傾向となって

おり，年齢別構成をみても，６５歳以上の人口が増加し，１４歳以下の人口が減少するという

予測になっています。 

   少子高齢社会の進展は，労働力人口の減少などによる経済的な影響が懸念されています。ま

た，高齢者の医療・福祉の需要など社会的負担の増大への対応，子供の健全育成，安心して子

供を生み育てる環境の整備などが求められています。 

 

年齢別構成比の推移

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成18年

平成22年

平成26年

0～14歳 15～64歳 65歳～

 総人口の推移

81,761

80,106

77,741

75,000

77,000

79,000

81,000

83,000

85,000

平成18年 平成22年 平成26年

（人）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                 資料：平成 18 年，平成 22 年 市民生活部 市民課 

                                    平成 26 年 国立社会保障・人口問題研究所 

                                          「日本の市区町村別将来推計人口」 

                                          基準日はともに 12 月 1 日現在 
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（２）景気低迷による歳入の減 

  長期化している景気低迷のなか，市の歳入において，市税の大きな伸びは期待できず，また，

国税の減収見込みによる地方交付税の大きな伸びも期待できない状況にあります。 
  現在の地方交付税は，笠間市が合併したことにより，合併算定替の特例制度により算定されて

います。 
  この特例制度は，適用期間が合併後１５年度間となっており，平成２８年度以降は段階的に縮

減されることから，平成３３年度からは平成２２年度決定額で試算すると単年度で約１２億円の

減収になることが予測されます。 
 

歳入合計と市税の推移

9,165,278 9,599,074 9,905,182 10,044,306 9,703,776

26,892,278 27,397,963
26,398,591 26,894,801

28,551,750

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

（千円）

市税 歳入合計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                資料：総務部 財政課 

 

（３）地域主権改革 

   平成２２年６月に地域主権戦略大綱が閣議決定され，地方自治体における「自己判断」と「自

己責任」の範囲が拡大されることから，行政も市民も変革が求められています。 
   新たな行政需要や多様化する市民ニーズに対応していくためには，「市民団体や地域組織」，

「企業やその他の事業体」，「行政」等が，一定のルールとそれぞれの役割をもって当事者とし

て参加し，協働する必要があります。 
 

（４）多様化する行政需要への対応 

   市民ニーズが多様化していく中で，地域の特性を生かした魅力ある地域社会の形成と地域主

権の推進にふさわしい体制づくりが求められています。 
   市民ニーズや新たな行政課題に対応するために，より効率的な行政運営を推進していく必要

があります。 

 

（５）東日本大震災による影響 

   東日本大震災は，その被害の広がりや甚大さから，社会経済へ大きなダメージを与えたため，

社会インフラの復旧や，雇用対策が望まれています。 

   その一方，改めて家庭や地域等のコミュニティの重要性を再認識することとなりました。こ

のため，社会経済を支える地域社会を構築し，人々の絆やつながりを再構築する必要がありま

す。 
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３ 現状を踏まえた課題 

  環境の変化に対応しながら，質の高い行政サービスを持続的に提供するために「スクラップ・

アンド・ビルド」や「選択と集中」により，限られた行財政資源を有効活用し，市民と行政の役

割・責任について，市民と行政が互いに理解し，地域の諸課題に取り組む必要があります。 
 
 
４ 新たな行財政改革大綱策定の必要性 

  総合計画における笠間市の目指す将来像「住みよいまち 訪れてよいまち 笠間 ～みんなで

創る文化交流都市～」を実現するために，行財政改革を推進し，一層の簡素化・効率化を図る必

要があります。 
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第第２２  大大綱綱のの基基本本的的なな考考ええ方方 

 

１ 位置付け 

  行財政改革大綱は，総合計画における笠間市の目指す将来像「住みよいまち 訪れてよいまち 

笠間」を実現するために，今後の市の行財政改革の基本方向や考え方を示す指針として位置付け，

時代に即した行財政改革を推進し，市民に信頼される行政運営を目指します。 

 

 

２ 改革の方向性 

（１）民間企業の優れた視点や発想を取り入れながらの効率的・効果的な行政運営 

   ① 顧客（市民）満足度 

     行政においても，顧客（市民）満足度を重視した行政経営の必要性に対する認識を高め

る必要があります。 

 

   ② 費用対効果 

     政策においても，その政策を行うことにかかる費用と，その政策によって得られる便益

とを比較する費用対効果の考え方を引き続き実施し，更にその範囲を拡大する必要があり

ます。 

 

   ③ スクラップ・アンド・ビルド 

     事務事業の見直しを図り，所期の目的を達成した事業や事業効果の薄れた事業について，

その廃止や縮減等の見直しを行う一方，新たな事務事業の積極的な取り組みを図る必要が

あります。 

 

   ④ 選択と集中 

     行政経費の削減を目指す行政から，市民重視，目的重視，成果重視に基づいた事業を絞

り込み，併せて予算を重点的に配分することで，絞り込んだ事業を集中的に実施する「選

択と集中」による行政への転換を図る必要があります。 

 

   ⑤ 事業の必要性，優先度 

     事業の必要性について，有効性や緊急性を含めた事業効果等を勘案したうえで優先度の

判定（判断）を行い，順位付けを行う必要があります。 

 

   ⑥ スピード感 

     市民の視点から，市民が必要とする利便性の高い行政サービスを迅速に提供できる体制

とする必要があります。 
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（２）行政と市民の意識改革 
   自助（自分の責任で，自分自身が行うこと。），共助（自分だけでは解決や行うことが困難な

ことについて，周囲や地域が協力して行うこと。），公助（個人や周囲，地域あるいは民間の力

では解決できないことについて，公共（公的機関）が行うこと。）への変革が求められており，

行政と市民の意識改革に努める必要があります。 
 
（３）財政基盤の確立 
   市民サービスの維持・向上を図るためには財政基盤の確立が必要となります。そのためには

コスト削減，人件費総額の抑制を図り，収入の確保に努めるとともに，効率的，効果的な資源

配分に努める必要があります。 
 
 
 ３ 計画期間 

  平成２３年から２８年度までの６年間とし，社会情勢の変化等，必要に応じ大綱の一部改正を

行うものとします。 
 
 
 ４ 推進方法 

  行財政改革大綱に基づき，具体的な取り組みを実施するため，市民に分かりやすい数値目標等

を設定した「実施計画」を策定することで進行管理を行うこととします。また，毎年度の進捗状

況や社会情勢の変化等に応じて随時実施計画の見直しを行います。 
 
 
 ５ 推進体制 

  市長を本部長とする「笠間市行政改革推進本部」を中心として全庁的に行財政改革に取り組む

こととします。また，毎年度の進捗状況については「笠間市行政改革推進委員会」に報告し，事

業所管課へのヒアリング等を実施したうえで意見･提言をいただき，市の広報・ホームページ等

により市民に公表します。 
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第第３３  改改革革のの方方針針 

 
 「民間の優れた視点や発想を取り入れながらの効率的・効果的な行政運営」，「行政と市民の意識

改革」，「財政基盤の確立」の改革の方向性のもと，改革の方針を以下のとおり設定し，具体的な取

組みを進めます。 
 
  １ 市役所の変革  
  ２ 市民協働・公民連携の推進 
  ３ 財政基盤の確立 

 

 
１ 市役所の変革 

  ○民間の優れた視点や発想を積極的に取り入れながら，効率的な行政運営を展開します。 

  ○今までの行政発想にとらわれない斬新な発想のできる人材・様々な環境に対応できる柔軟な

人材を育成します。 

  ○社会の変化，複雑で多様化する行政ニーズに対応します。 

  ○簡素で専門性の高い組織を目指します。 

 

【改革項目】 

（１）民間の優れた経営手法の導入 

   ① 業務プロセスの見直し 

     働きやすい職場づくりを目指すため，現在の業務（事務事業）のプロセスに創意工夫を

加えて業務処理能力の向上に努めます。また，業務の進め方を点検し，業務の簡素化・効

率化に努めます。 

 

   ② 顧客（市民）満足度 

     行政においても，顧客（市民）満足度を重視した行政経営の必要性に対する認識を高め，

単に職員の接遇態度という視点だけでなく，提供するサービス水準が顧客（市民）のニー

ズに沿ったものであるかをさまざまな観点から分析することが必要であるため，市民満足

度調査のしくみづくり等の構築に努めます。 

 

    ※ 顧客（市民）満足度とは，市民を行政サービスの顧客と捉えた場合，顧客である市民

が行政機関の提供するサービスに対してどれぐらい満足しているかの度合いのこと。 

 

   ③ 事業目標の数値化 
     事務事業は，市民目線でわかりやすく可能な限り事業目標を数値化することに努めます。

その数値については市の広報紙やホームページ上などで公表します。 
 
   ④ アウトソーシング 

     「民間でできることは民間で」を基本として，「民営化」，「ＰＦＩ」，「指定管理者制度」，

「市民組織との協働」など民間の知識や技術を活用することにより，コストを縮減すると

ともに，サービスの維持・向上を図ることに努めます。 

 

    ※ アウトソーシング（ out sourcing）とは，一般に外部に知識や技術，効率性等の資
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源を求めること。 

 

（２）効率的な行政運営 

   ① 行政評価の実施 

     行政が実施している事務事業について，成果指標等を用いて必要性，有効性，効率性を

評価し，行政自らが住民の視点に立って点検・評価し，その結果を次の企画立案に生かす

ことによって事務事業の質的向上を図るための手法である行政評価を引き続き実施しま

す。 

 

   ② 必要な施策・事業の選択 

     社会経済環境や市の財政状況を的確に判断したうえで，スクラップ・アンド・ビルドに

より必要な事務事業を選択し，展開していくことに努めます。 

 

   ③ 委託事務の見直し 

     現行の業務委託について，委託内容，契約方法等の再点検を行い，より効果的，効率的

な委託事務の見直しに努めます。 

 

（３）市民ニーズに対応できる人材の育成 

   ① 費用対効果・コスト意識 

     職員一人ひとりが事務事業を行うにあたり，その必要性や費用対効果及びコスト意識を

徹底し，経営感覚を持って事業を実施します。 

 

   ② 職員の能力向上 

     職員一人ひとりの意識改革と仕事に対する向上心や探究心の追及が，組織を有効に機能

させることにつながります。このため，職員が主体的に学習できる研修機会を拡充し，職

員一人ひとりの能力開発に努め，地域主権の進展に的確に対応できる「人財」の確保・育

成を図ります。 

 

    ※ 人財とは，仕事の能力も意欲も高い人をいう。 

 

   ③ 職員の業務成果の評価 

     個々の職員について業務目標を設定し，その達成度を評価する公平で公正な人事評価シ

ステムを引き続き実施し，制度の向上に努めます。 

 

   ④ 職員のやる気とモチベーションの向上 

     職員一人ひとりが自分の士気を高めてやる気を出し，モチベーションの向上を図ること

で市民サービスの向上につながる制度の構築に努めます。 

 

   ⑤ 公が担うべき事務の優れた発想のできる人材の育成 

     職員の民間企業やＮＰＯとの人事交流を推進し，職員の意識改革と視野の拡大を図ると

ともに，柔軟な発想と市民の視点に立って行政を運営する人材を育成します。 
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（４）組織の活性化 

   ① 効率的な行政運営のための組織の見直し 

     市民ニーズへの迅速な対応や，新たな課題に対応するための体制を整備するため効率的，

効果的な組織の継続的な見直しを行います。 

 

   ② 民間の多様な人材の活用 

     民間の人材活用や期間が限定される専門的な行政ニーズに効率的かつ効果的に対応す

るため，必要性に応じた人材の活用に努めます。 

 

   ③ 高度な専門的知識を有する者の任用 

     ＩＣＴ関連・福祉・土木・建築等の部署をはじめとして，特に高度な専門的知識や技術

が求められる分野において，内部育成では得られにくい高度の専門性や多様な知識・経験

を有する社会人の任用等に努めます。 

 

    ※ ＩＣＴ（Information and Communication Technology）とは，多くの場合「情報通信技術」

と和訳され，情報・通信に関連する技術一般の総称のこと。従来ひんぱんに用いられてき

た「ＩＴ」とほぼ同様の意味で用いられるもので，「ＩＴ」に替わる表現として日本でも

定着しつつある。 

 

   ④ 職員の自主性，意欲を高める仕組みづくり 

     勤務評価報告書及び職員適正報告書などを参考にし，専門化する行政課題に的確かつ迅

速に対処できるよう異動希望者を優先に配置するなど適材適所の人事配置に努めます。 
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２ 市民協働・公民連携の推進 

  ○地域主権改革に向けた取り組みの高まりにより，公（行政）と民（市民・地域団体・NPO 等）

とのあり方を考え，地域のことは地域住民が責任を持って決めることのできる地域社会を目

指します。 

  ○地域における人口構成や価値観の変化等に伴い，人間関係が希薄化し，これまで地域コミュ

ニティが担ってきた役割が変化していることから，今後はそれらを補完するものとして行政

とボランティア・NPO 等が協働し，細やかな住民サービスの提供を図ります。 

  ○市民（自助）と行政（公助）の役割，責任についての理解と，協働（共助）する仕組みによ

り，市民の力でつくる笠間市を目指します。 

  ○公と民が公民連携を推進することにより，行財政の効率化と経済の活性化を図ります。 

 

     

 

【改革項目】 

（１）市民協働・公民連携の推進 

   ① 自立的な住民主体のまちづくり（自主性・主体性） 

     地域主権の推進により，これからは地域住民が自己決定，自己責任のもと，住民自らが

自主性・主体性をもって地域の課題は地域自ら解決していける環境づくりに努めます。 

 

   ② 市民の視点からの課題の解決 

     複雑化・多様化する地域の課題の解決や，市民のニーズに対して，市民の視点から事業

の提案をしていただき，民と市が協働で行うことで，地域の課題解決や市民サービスの向

上を図る環境づくりに努めます。 

 

   ③ 市民への情報の公開と共有 

     行政情報の積極的な提供や公文書の開示，会議の公開などに取り組み，市民と行政の信

頼関係の向上に努めます。また，市民と行政が情報を共有し，相互理解を図りながら市民

協働・公民連携のまちづくりに努めます。 

 

   ④ 市民と行政の役割分担（行政が行うサービスの見直し） 

     市民と行政の協働を進める上での市民の役割は，身の回りの問題は，まず個人や家庭が

解決にあたり，個人や家庭で解決できない問題は地域で解決し，それができない場合は行

政が解決するという考え方に基づき行動する必要があります。 

     一方，行政の役割は，市民活動が行われる基盤づくりや側面支援を進めるとともに，行

政運営への市民の参画機会を広げ，市民の意見を行政運営に生かす必要があります。 

     このため，市民と行政がそれぞれの知恵や発想を出し合い，出来ることを考え，それぞ

れの役割分担のもとに行動することが出来るよう従来の行政が行うサービスの見直しに

努めます。 

 

   ⑤ 市民と行政の責任（対等なパートナー） 

     市民と行政が，互いを対等なパートナーとして認め，課題解決のため，一緒に考え一緒

に行動する市民参加・協働のまちづくりに努めます。 
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（２）多様化する市民ニーズへの対応 

   ① 市民の視点に立った市民サービスの向上 

     市の施設を訪れる市民等が，快適に用務を済ませられる窓口相談機能の充実など，利便

性の向上に努めます。 

 

   ② 市民ニーズの的確な把握 

     ご意見箱やパブリックコメント，インターネット等の活用，その他様々な機会を捉えて

市民ニーズを的確に把握し，市民の意見や要望を市政に反映するよう努めます。 

 

   ③ 情報通信網等を利用した質の高い行政サービスの提供 

     情報通信網等を利用し，窓口サービスの利便性向上として駅や商業施設への証明書等自

動交付機やコンビニ交付の導入により，市民と行政との距離感をなくし，市民に身近で質

の高い行政サービスの提供に努めます。また，クラウド技術を用いたシステムの構築など，

民間活力を活用する手法の検討に努めます。 

 

    ※ クラウド（cloud）とは，ネットワーク（通常はインターネット）を表す。従来より

「コンピュータシステムのイメージ図」ではネットワークを雲の図で表す場合が多く，

それが由来と言われている。クラウドコンピューティング（cloud computing）とは，

ネットワーク，特にインターネットをベースとしたコンピュータの利用形態である。 

 

   ④ 民間活力を活用する手法の検討 

     「民間でできることは民間で」を基本として，「民営化」，「ＰＦＩ」，「指定管理者制度」，

「市民組織との協働」など，民間の知識や技術を活用することにより，コストを削減する

とともに，サービスの維持・向上を図ることに努めます。 
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３ 財政基盤の確立 

  ○多様化する市民ニーズに対応していくため，更なる自主財源の確保に努めます。 

  ○少子高齢社会の進展により社会保障費が増大し，財政負担が大きくなることが予想されるた

め，歳出の適正化を図ります。 

  ○公共資産の効果的・効率的な活用により，維持管理費を削減します。 

 

【改革項目】 

（１）財源の確保 

   ① 新たな財源の確保及び新たな収入の確保 

     企業広告は市のホームページや広報誌などを広告媒体として提供していますが，これ以

外にも公用車など広告媒体とすることが可能か検討し，新たな財源の確保を図ります。ま

た，企業誘致による雇用の場の確保や定住化の促進，観光資源の活性化による集客力アッ

プなど新たな収入を発掘し，その確保に努めます。 

 

   ② 課税客体の的確な把握 

     現地調査や未申告者に対する申告指導強化など，課税客体の的確な把握に努め，公平か

つ適正な課税となるよう努めます。 

 

   ③ 徴収体制の強化 

     市税や各種使用料等の収入の確保を図るため，職員の専門化や電話催告センター設置に

よるオペレーターによる自主納付の呼びかけなど，徴収率向上対策の強化に取り組み，納

税等の不公平・不均衡が生じないよう努めます。 

 

   ④ 受益者負担の適正化 

     使用料と手数料は，住民負担の公平性と受益者負担の原則に基づき適正な負担となるよ

う見直しを行い，適正化を図るとともに新たな項目の検討に努めます。 

 

（２）歳出の適正化 

   ① 事務事業の見直し（経費の削減） 

     時代に求められる必要な施策，事業を選択するとともに，より効果的で効率的な手法を

検討し，経費の削減を図ることに努めます。 

 

   ② 企業会計・特別会計の収支改善 

     企業会計は，限られた財源を有効に活用するため，徹底した事務事業の見直しを行い，

建設コスト等の削減に取り組むことにより，経営基盤の強化に努めます。 

また，特別会計は，一般会計から税金を充てることが適当と考えられる範囲の分を繰出金

として拠出しており，事業の進捗に伴い補てん額は増加傾向となるため，繰出額の適正化

を図ることに努めます。 

 

   ③ 補助金・負担金等の適正な交付 

     市民ニーズや時代に即しているか，事業達成度，効果，経費負担のあり方等について定

期的に見直し，補助金・負担金等の適正な交付に努めます。 
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（３）保有資産の有効活用 

   ① 未利用地の有効活用（貸付，売り払い） 

     公共・公益的な目的を踏まえつつ，財政的な視点に立って見直しを行い，民間等への売

り払いに加えて，貸付等の有効活用に努めます。 

 

   ② 施設の空きスペース等の有効活用 

     民間事業者への貸付等も含め，庁舎等の空きスペースの有効活用を図ることに努めます。 

 

   ③ 公共施設の維持管理（アセットマネジメント） 

     公共施設は，経年による老朽化や耐用年数のため更新が必要となりますが，これからは

財政負担の軽減や地球環境への配慮から，アセットマネジメントの考え方を取り入れた管

理により更新時期を長寿命化し，維持管理経費の削減に努めます。 

 

    ※ アセットマネジメント（asset management）とは，広義としては，投資用資産の管理

を実際の所有者・投資家に代行して行う業務のことである。 

 

   ④ 施設のあり方，整備手法（ライフサイクルコスト） 

     市有施設の経営管理を推進し，今後適正な施設保有量としていくためには，現状の施設

保有量で今後生じる費用を把握し，資産の観点から客観的に施設の評価を行うことにより，

市有施設の総量縮小，優良資産への集中投資，不要施設の廃棄・運用の選択を進めていく

必要があるため，ライフサイクルコストに基づく施設のあり方，整備手法の適正化に努め

ます。 

 

    ※ ライフサイクルコスト（Life cycle cost）とは，製品や構造物などの費用を，調達・

製造～使用～廃棄の段階をトータルして考えたもの。訳語として生涯費用ともよばれ

る。 
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